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【韓国労働ニュース】	
 

２０１７年４月後半号（１６日～３０日）	
 

17日	
 	
 ４･１９精神継承して正しい大韓民国を建設しよう	
 

＊キム・ジュヨン韓国労総委員長が国立 4・19民主墓地を訪問し「100万組合員の総投票で

親労働者政権を樹立し、労働が尊重される世の中を建設しよう」と話した。	
 

文在寅、「一緒に世の中変えよう」韓国労総に支持を訴え	
 

沈相奵・正義党候補の『ドリームチーム』労働選対本がスタート	
 

＊キム・ヨンフン前民主労総委員長が共同選対委員長を引き受けた。	
 

民主労総・正義党、労働時間短縮・最低賃金１万ウォンに力を結集	
 

＊民主労総は沈相奵候補と政策懇談会を行い、労働時間短縮と最低賃金 1万ウォンが大統領

選挙の主要議題になるように努力して欲しいと注文した。「1700 万のロウソクが作った

大統領選挙が、新しい大韓民国建設というビジョンを提示するどころか、主な候補らが保

守票を獲得するために競争する、おかしな形態に展開している」とした。	
 

無期契約転換を避けようと契約解約通知をしたソウル医療院	
 

18日	
 	
 会社の金儲けに搾取され捨てられた人たち、社会が抱いて行かなければ	
 

＊労働者 6人が光化門交差点の広告塔に上がって断食座り込みをしている。すべて資本家が

自らの腹を太らせる過程で、労組を作って解雇され、非正規職のことで元請けに声を挙げ

て解雇され、安い労働力求めて海外に工場を移す過程で解雇された人たち。	
 

青年が願う公約の１順位は『雇用と経済活性化』	
 

＊青年たちが大統領選候補に望む公約を、全国のバイト学生 1828 人を対象に調査した。2

位は「不正腐敗清算」、青年関連政策(10.8%)、が続いた。	
 

女性管理職比率、OECD平均の１/３にも満たない	
 

＊女性家族部は閣僚会議に『公共部門女性代表性向上計画』の 2016 年の履行実績と今後の

計画を報告する。	
 

CJ大韓通運ブラックリスト証言大会「奴隷契約拒否し、ストすれば反逆者？」	
 

ソウル市、１０人集まれば無料労働教育	
 

＊2014年に始まった『ソウル労働アカデミー』には 6万 2千人が参加した。50人以下の小

規模グループ型教育で運営された。今年からは 10 人以上が集まった個人・学校・企業・

団体が教育を申し込めば、講師が現場を訪問して教育をする。	
 

８ヶ月間月給も受け取れず･･･『労組破壊反対』労働者、死体で発見	
 

＊現代自動車の納品業者・甲乙オートテクの労働者 K(45)さんの家族が発見した。Kさんは

25年間働いたが、8ヶ月間職場閉鎖が続いて深刻な生活苦にあった。	
 

闘争本部、大統領選候補は『ペク・ナムギ事件』の解決方法を明らかにせよ	
 

検察『５９２億ウォン賄賂授受』朴槿恵氏を拘束起訴	
 

＊公訴状には 18の犯罪事実が指摘され、裁判に付された 3人目の前職大統領になった。	
 

19日	
 	
 雇用専門家たち、労働委員会の傘下に『不公正労働調査機構』の設置提案	
 

＊経済社会発展労使政委員会・青年雇用協議会の公益委員が提案した。大・中小企業の間の
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不公正取り引きが、労働者間の差別を拡大し、実質使用主が誰か分からない『曖昧な雇用

関係』が青年雇用の脅威になると判断。公正取り引き法上の告発権を勤労監督官に付与し、

大・中小企業の不公正取り引きに対する社会的監視網を拡大し、公正労働委が構内下請

け・委託・派遣など、雇用・被雇用関係が不明確な雇用関係を調査、規律する。	
 

全教組、専従者認定を要求し教育部で徹夜座り込み	
 

＊「労組は忍耐心を持って法外労組の問題解決のために交渉しようと努力してきた」。「教

育部は時代の流れに逆わず、反憲法的な法外労組の後続措置を撤回せよ」と要求した。	
 

間接雇用・不法派遣非正規職の正規職化要求大行進	
 

＊民主労総所属の非正規職・闘争事業場労組は、大統領選挙の局面で整理解雇・不法派遣・

非正規職の問題を議題化するために、常時業務には社内下請けや間接雇用非正規職の使用

を禁止すること、不法派遣労働者の正規職転換など、10 大要求事項を発表した。非正規

職と解雇労働者が最低賃金 1 万ウォンと、労組をする権利の争取を叫んで、22 日に大行

進を始める。	
 

20日	
 	
 退陣行動「大統領候補はロウソクの民心に逆行」２９日大規模集会を予告	
 

＊朴槿恵政権退陣非常国民行動は「大統領候補が旧態依然とした選挙工学に依存し」、韓半

島の緊張が高まると『韓半島の平和』でなく『安保』を云々していると批判した。サード

配置強行に主な政党は何もしないことで強行を黙認し、韓日慰安婦野合、韓日軍事情報保

護協定、ペク・ナムギ農民国家暴力真相究明、政権の言論掌握などを正すための行動をし

ていないと指摘し、29日の第 23次汎国民行動を予告した。	
 

２０２０年までに最低賃金１万ウォン？ 来年から直ちに１万ウォン	
 

＊最低賃金連帯が大統領選候補の最低賃金政策を比較し、即刻 1万ウォン達成を要求した。	
 

公務員労組− 公労総『対政府交渉』で共闘を宣言	
 

＊全国公務員労組と公労総は「100万公務員を代表する公務員労組の二大組織が、大統領選

挙の要求課題貫徹と対政府交渉再開のための共闘を展開する」。「公務員の共闘で政府の

積弊清算を牽引する」とした。	
 

『細切れ契約』で正規職転換を封じ込めた KT系列会社	
 

現代製鉄非正規職、国家人権委に差別是正を陳情･･･各種福祉で差別	
 

男性育児休職５４％急増、子供を見るパパが増える	
 

＊今年 1～3月に育児休職を始めたパパが民間企業だけで 2100人を越えた。昨年より急増し

た。育児休職者の男性比率が初めて 10%を越えた。	
 

警察、光化門の断食籠城場に不法・暴力弾圧を強行	
 

＊労働者・民衆の生存権争奪闘争事業場共闘委員会は「警察が違法な公権力行使で重大犯罪

行為を犯している」と主張した。6人の非正規・被解雇労働者が整理解雇・非正規職撤廃

を要求して 40メートルの広告塔に上がって断食高空籠城を行っている。	
 

サンシンブレーキ、６年振りに復職した労働者に懲戒･･･『自宅待機』通知	
 

＊解雇前の懲戒理由を根拠に、再び懲戒手続きを行うためという理由。	
 

『慰安婦合意無効』を叫んだら懲役刑を求刑、大学生の嘆願書を公開	
 

＊平和ナビ(蝶々)ネットワークは「嘆願に参加して欲しい｣として、嘆願書を公開した。日

本大使館でデモを行い、共同住居侵入で懲役 1年 6ヶ月を求刑されている。	
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21日	
 	
 高空籠城者たちを空で孤立させてはいけない	
 

＊非正規職・整理解雇撤廃を要求して高空籠城中の労働者の叫びに、市民・社会団体が応え

た。15 の市民・社会団体は「非正規職と整理解雇をなくし、労組をする権利を保障せよ

という労働者が、社会的に孤立しないように力を結集する」と宣言した。	
 

起亜車支部、金属労組の反対にも拘わらず『非正規職分離』推進	
 

ソウル大病院とボラメ病院を分離運営？労組「医療の質が低下」	
 

＊ソウル大学校病院が受託して運営するソウル市ボラメ病院が、本院と人事の分離運営を推

進するとし、病院労働者がボラメ病院の医療サービスの質の低下を憂慮して反撥してい

る。ソウル大病院はボラメ病院と委託運営契約をし、30 年間、職員が両病院を行き来し

て循環勤務をしてきた。	
 

ロッテリア・マクドナルド・ピザハット『時間内配達』根絶を決議	
 

＊企業の配達速度競争と消費者の督促が、バイク配達労働者の安全を深刻に脅かしていると

指摘された。政府はこれら業者と一緒に二輪車安全キャンペーンを行い、5～8 月には違

反を集中的に取り締まる。	
 

建設現場の新種公安弾圧を根絶するには労働法院を設立しなければ	
 

＊労働関係法に対する裁判所と検察の無知ために、建設労組の適法な集団的実力行使が法違

反とされる傾向が強いため。	
 

軽食店職員の半分は勤労契約書作成・交付せず、最低賃金違反業者も	
 

＊ソウル市が勤労者 10人未満の小規模事業場 3481ヶ所を対象に『勤労認識アンケート調査』

を行った。	
 

星州・金泉住民たち、「サード敷地の米軍供与は無効」訴訟提起	
 

＊政府は THAAD 敷地供与に関する韓米軍地位協定(SOFA)に伴う手続きを完了した。駐韓

米軍が THAADを配置できる権限も得ることになった。	
 

23日	
 	
 法院、世越号で学生の脱出を助けて死亡した教師に『殉職軍警』認定	
 

＊世越号惨事当時、学生たちの脱出を助けて船から脱出できず亡くなった教師に対して、法

院が『殉職公務員』より優遇レベルが高い『殉職軍警』と認定した。	
 

隔日夜勤に休日も教育を受けた６０代の警備員が死亡･･･「業務上災害」	
 

24日	
 	
 民主労総、沈相奵・金先東を支持候補に決定	
 

＊中央執行委員会でシム・サンジョン正義党候補とキム・ソンドン民衆連合党候補を支持候

補に決めた。2月の定期代議員大会で政治方針案件が否決され、先月臨時代議員大会を開

いて進歩陣営候補を支持することを選挙対応基本方針に決めた。	
 

清掃・下請け労働者「故障した汚い世の中、修理して掃除しよう」	
 

＊「花さえ咲けば春なのか、私たちの権利が花咲いてこそ本当に春だ」。全国から集まった

『5回清掃労働者行進』の参加者は、「最低賃金 1万ウォン」「労組する権利」「直接雇

用」などを掲げて行進した。箒に乗った清掃労働者像が行列の先頭に立った。	
 

私たちは産業現場の危険から保護されているか	
 

＊2001年から 2015年までの 15年間で、韓国で産業災害事故に遭った労働者は 126万 3293

人、亡くなった労働者は 3万 5968人にもなる。毎年平均 2400人の労働者が労災で亡くな

る状況で、大統領選候補が安全公約を出した。産業安全保健に対して多くの候補者が公約
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を出すのは初めて。	
 

非正規労働者の憩いの場『蜜の睡眠』、起工式	
 

＊自分たちの声を伝えるために、ソウルに上京して道路で寝る非正規労働者のための憩い場

で、最初のショベルが動いた。非営利社団法人『蜜の睡眠』は「ゆっくり休むことができ

る連帯の空間を作る」とした。	
 

25日	
 	
 １０年間で注目される職業？ 四次産業革命関連の雇用	
 

＊今後 10年間、我が国で注目される職業は何か。韓国雇用情報部が今後 10年間(2016～2025

年)の職業別雇用増減展望とその要因を収録した『2017韓国職業展望』を発刊した。人間

の感性・感情領域を扱う相談専門家や社会福祉士とともに、高齢化社会に伴う医師・看護

師・看病人のような医療分野も脚光を浴びている。	
 

耳塞いで KTX整備の外注化を強行するコレール	
 

＊鉄道労組を始め市民・社会団体と主な大選候補も安全業務の外注化に反対している。	
 

26日	
 	
 政権交替すれば非正規職問題の解決に明るい展望	
 

＊韓国非正規労働センターなどは 5つの政党の候補に送った『非正規職の問題解決に関する

政策質問書』と、回答を分析して公開した。当選可能性が高い候補らが前向な非正規職解

決法を出すなど、大幅な政策転換を予告した。	
 

市民・社会団体「コレールは安全の外注化を止めろ」	
 

＊鉄道労組と社会進歩連帯など 15 の労働・市民・社会団体は「政府とコレールが、生命・

安全業務の外注化禁止の流れに逆って外注化を強行している」とし、生命安全業務は直接

雇用するように求めた。	
 

教育部が３万ヶ所点検してやっと２７件摘発	
 

＊労働部は特性化高校の現場実習業者を対象にした実態点検で、155カ所を点検して賃金不

払い 77件を摘発した。教育部の実態点検が有名無実だと明らかになった。	
 

賃金労働者の半分は月２００万ウォンも受け取れない	
 

＊統計庁が発表した『2016 年下半期地域別雇用調査・就業者の産業と職業別特性』では、

賃金労働者(1968万 7千人)の内、月 200万ウォン未満の労働者は 45.2%であった。	
 

新政府の権限だけで朴槿恵労働積弊の相当部分は清算可能	
 

＊民主労総、民弁、参与連帯などが『行政府の権限で可能な労働分野の積弊清算と改革課題

討論会』を行った。カン・漢陽大教授は「労使紛争の火薬庫である通常賃金訴訟や休日労

働の加算賃金訴訟も、すべて雇用労働部の行政指針から始まった」とし、立法方式でなく

ても行政府の権限で労働改革はできると分析した。	
 

２０１７年『最悪の殺人企業』に現代重工業	
 

＊『労災死亡対策作り共同キャンペーン団』は『2017 年最悪の殺人企業』に現代重工業を

選んだ。昨年、下請け労働者 7 人と元請け労働者 4 人が作業中に亡くなった。2015 年に

も最悪の殺人企業に選ばれた。特別賞には、「特性化高校実習生の労働権・生命権を保護

せず、実習生の死を招いた」教育部と、「長時間労働・人員不足で労働者が亡くなってい

るのに、責任ある対策を執らなかった」郵政事業本部が選ばれた。	
 

星州にサード体系を奇襲搬入、国防部「作戦運用能力確保のレベル」	
 

＊駐韓米軍は星州郡のゴルフ場に THAAD発射台 6基、レーダー、迎撃ミサイルなどの装備

を搬入した。	
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27日	
 	
 最低賃金１万ウォン・賃金公示で性別賃金格差は解消	
 

＊民主労総・韓国女性労働者会など 10 の女性・労働団体で構成された『性別賃金格差解消

のための 3時でストップ共同行動』は、院内 4党の大統領選候補に女性労働政策質問書を

送って回答を受け取った。文在寅・トプロ民主党候補と沈相奵・正義党候補が性別賃金格

差解消のために最低賃金 1万ウォンと賃金公示制の施行を約束した。	
 

文在寅・安哲秀・沈相奵、「サムソンは無労組経営を廃棄しなければ」	
 

＊「サムソン労働人権守り」とパノリム、金属労組サムソン電子サービス支会・サムソン支

会は、3政党候補から受け取ったサムソン問題の解決方法に関した政策質問の回答内容を

公開した。	
 

人権委、差別禁止法制定など次期政府への人権課題を確定	
 

＊国家人権委員会が 10 大人権課題を選定した。大統領選挙が終わった後、大統領に伝えら

れる。少子・高齢化に対応した人権保障強化、両極化解消で社会統合と暮らしの質の向上、

企業の人権経営拡大で安全で持続可能な発展の実現、四次産業革命過程での労働人権と情

報人権の保護強化、対話と国際協調による朝鮮の人権改善推進など。	
 

働くほど下がる時給･･･事務職の４１％に『包括賃金の首かせ』	
 

＊「包括賃金制は企業に有利なもので、労働者が望んだものではありません」。包括賃金制

は実際の労働時間によって賃金を支給せず、法の趣旨を無力化すると批判されている。	
 

労災１位共和国、重大災害企業処罰法を制定せよ	
 

＊金属労組現代重工業支部副支部長は自身の職場が今年『最悪の殺人企業』に選ばれた苦々

しさと怒りを隠せなかった。	
 

死に向かって疾走する外注委託列車、止まれ	
 

＊鉄道労組が外注化撤回のための技術分野の決起大会を行い、｢外注委託労働者は差別を強

要され、常時的な死の恐怖の中で働かなければならない」と主張した。	
 

忠南地労委「スト中に給与案内書を自宅に発送」は不当労働行為	
 

＊鉄道労組によればコレールは労組がストに突入して 20 日目に、ストに参加した組合員 8

千人の自宅に給与案内書を郵送し「10月末まで欠勤時の予想金額」を知らせた。	
 

アルバイト労働者、マクドナルドと団体交渉する	
 

＊マクドナルドはヨーロッパの国では労使交渉で賃金・団体協約を締結する。国内で団体交

渉をするのは今回が初めて。労働者は基本時給を 1万ウォンに引き上げ、ユニフォームに

着替える準備時間を労働時間に含める、といった内容を要求した。	
 

28日	
 	
 非常国民行動『社会大改革要求』最後のロウソクを灯す	
 

＊朴槿恵政権退陣非常国民行動は「高高度ミサイル防御体系(サード)配置と成果年俸制な

ど、積弊清算を要求して韓半島平和の重要性を強調するために、29 日午後光化門広場で

23 次ロウソク集会を開催する」と明らかにした。有力大統領選候補がロウソクの民心を

冷遇していると批判し、「私たちが行かなければならない道はまだ遠い」とした。	
 

韓国労総は「文在寅支持」	
 

＊韓国労総は『2017 年第 2 次中央政治委員会』でムン・ジェイン・トプロ民主党候補を大

統領選挙支持候補に決めたと発表した。組合員(67 万 4464 人)総投票を行った結果、35

万 1099人が参加し、ムン候補が 16万 4916票(46.97%)を得たと明らかにした。	
 

公務員・教師の政治基本権制限は行き過ぎ	
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＊公務員労組と全教組が政治基本権弾圧被害事例の証言大会を行った。SNSに文章を挙げる

と罰金や解雇されるなど、公務員と教師の政治基本権が過度に制約されている。憲法上保

障された政党活動の自由を侵害していると批判した。	
 

金融産業の１０人中８人、コンピュータが代替する可能性が高い	
 

＊韓国職業能力開発院が『四次産業革命と金融産業の雇用』報告書で、国内金融産業就業者

のコンピューター代替確率危険度を予測した。計算はオックスフォード大学が 2013 年発

表した『雇用の未来』報告書の計算法を根拠とした。	
 

軍浦市・安養市の清掃労働者「清掃行政を改善して正当な代価を払え｣	
 

＊自治団体が予算不足を理由に、生活廃棄物の収集・運搬を民間委託する過程で、原価算定

を正しく行わなかったことが明らかになった。清掃労働者は清掃行政の改善を求めて 5

月 2日に警告ストを行うとした。	
 

起亜車労組、総投票を強行･･･非正規職組合員の資格剥奪	
 

＊金属労組起亜自動車支部が上部団体などの反対、世論の袋叩きの中で総会(総投票)を強行

し、非正規組合員を労組から追い出すことにした。支部運営規定の組合員資格を「起亜車

『内の』勤務労働者」から「起亜車『㈱』の勤務労働者」に、投票率 85.9%、賛成率 71.2%

で変更した。	
 

国民を対象にサード電磁波の影響を試験するという国防部	
 

＊国防部は「THAAD配置以前に環境影響評価を実施して誤解を払拭する」と話してきたが、

立場を変えて「THAADを実際に運用した後に電磁波を測定し、これを国民に知らせる」

とした。	
 

29日	
 	
 トランプ発言に怒るロウソク青年たち、「サードは買わない」	
 

＊青年団体が THAAD駐韓米軍配置費用 1兆 3千億ウォンを要求したトランプ大統領の発言

を糾弾した。「韓半島の真の平和のために、朴槿恵政権の積弊清算の課題の一つである

THAAD配置に反対する平和の声を一緒に挙げる」とした。	
 

30日	
 	
 メーデーに『労働改悪』を褒賞する雇用部	
 

＊雇用労働部の『2017 年労働者の日有功政府褒賞』を労働界が批判している。「公職社会

の競争力強化のために、成果中心の賃金体系の必要性を認識して組合員を説得し、昨年 5

月に成果年俸制を早期導入した」として、大韓石炭公社労組委員長に銀塔産業勲章を授け

た。	
 

	
 


